コンパクト ナ キョジュウ コウゾウ ケイセイ ニ ムケタ ジュウタク セイサク ノ アリカタ by 鈴木 智 et al.
− 103 −
『地域政策研究』（高崎経済大学地域政策学会）　第 16 巻　第２号　2014年１月　103頁〜 118頁
コンパクトな居住構造形成に向けた住宅政策のあり方
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Housing Policies Required to Form Structures for
Compact Habitation
Satoshi SUZUKI
要　旨
　本稿は、時代の変化に伴い住宅政策の改変が必要な現状を踏まえ、コンパクトな居住構造形成
に向けた住宅地の方向性の提示を目的とし、現在施行されている住宅政策の問題を分析した。
　住宅マスタープランの多くは、自治体全体を俯瞰した将来の住宅地の方向性を提示していない。
そのため、近年増加する空き家への対策や、老朽市営住宅の集約化に伴う跡地利用において、そ
うした方向性を反映した、コンパクトなまちづくりの実現手段として施策を展開することが課題
となった。
　それらを踏まえ、本稿では、維持更新や新規開発すべき地域と、住宅地縮小の推進地域に区分
して方向性を提案した。今後自治体の住宅政策は、居住構造コンパクト化を基本方針とし、住宅
地の方向性を住宅マスタープランで提示した上で、それを反映した施策を展開すべきである。
　キーワード：コンパクトな居住構造、住宅政策、住宅マスタープラン
Summary
　　The purpose of this paper is to suggest the future of residential areas to build structures for 
compact habitation, considering the current condition that modification of housing policies is 
required with the changes over time and to analyze the issues of housing policies in operation. 
　　Most housing master plans have not presented a future direction for residential areas based 
on the overview of the whole municipality. Therefore, some measures to build a compact 
community should include measures for increasing abandoned houses and utilization of the 
former lot of dilapidated municipal houses.  
　　Based on the background, the paper suggests the direction by categorizing residential areas 
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into areas to be maintained or newly developed and areas to be downscaled. Municipalities 
should develop and implement the future housing policies based on the basic policy to downsize 
the habitation structure and after presenting the future direction of residential areas on the 
housing master plan.   
　Keywords：compact habitation structure，housing policy，housing master plan
Ⅰ　はじめに
　2005年日本の人口が減少へ転じ、少子高齢化の傾向が強まる中、人口減少を前提とした法制
度体系や社会空間構造への転換が求められている。都市や都市圏においては、工業化社会から続
く拡大拡散型の都市成長モデルから知識情報化社会に対応するかたちへの転換、すなわち都市規
模の縮小化や都市構造のコンパクト化、集約化は避けられない状況にある。
　こうした時代にあって、都市を縮小させることを必ずしもマイナスの衰退と捉えず、むしろ新
しい時代に合った都市規模、都市構造への転換の好機として捉え、時代の要請に適合するような
都市の創造的縮小化を積極的に評価し実施していくべきとの指摘がある１）。筆者もこの指摘に賛
同しつつも、都市政策に関わる各種計画へそうした考え方を反映させていく必要があると考える。
また、計画が絵に描いた餅とならぬよう、自治体が予算化して施行する施策の内容やその条件・
対象範囲の設定、あるいは条例をはじめとする法制度の改正において、それらの基となる各種計
画の方向性と一致させていくことが重要である。
　各自治体における都市政策全般に関する基本方針を示すものとして総合計画があげられる。現
在までのところ、多くの自治体において、平成の大合併を機に、新しい自治体を単位とした新た
な計画が策定された。その一方で、それに対応するかたちで都市計画マスタープランの改訂も進
んでいる。
　現在の総合計画や都市計画マスタープランには、合併により拡大した市域において、複数の核
となる地域を中心とする、各地域の特性を活かしたコンパクトな都市構造の形成といった内容が、
多くの自治体で盛り込まれている。青森市や富山市のように２）、独自のコンパクトシティ政策の
理念を掲げ、それをその都市の特性として対外的に発信している都市もある。このように、全国
的に見ても、新しい時代に合った都市構造への転換を積極的に進めていく意識の浸透が知られる。
　他方で、昨今の人口減少にも関わらず、相変わらず続く郊外での住宅開発や郊外への人口流出
が知られる。すなわち、都市構造のコンパクト化に向けた意識の高まりに反して、それを実感で
きる大きな変化は見られない。こうした現状を踏まえると、実際に各自治体で施行されている施
策が、総合計画や都市計画マスタープランとの整合性も含め、都市構造のコンパクト化に寄与す
るものとなっているか検証、改変しながら、一貫した政策理念を持って長期的に計画を運用して
いく必要がある。
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　ところで、拡大拡散型都市構造は、主に郊外を中心とした住宅地開発と人々の新築持ち家意識
の高まりと連動して形成された。そのため、都市構造のコンパクト化の実現には、居住構造をコ
ンパクトにし、人々の居住意識も改変していく政策が不可欠となる。現在、居住構造のコンパク
ト政策の主体となっているものとして、まちなか居住の推進があげられる。バブル経済の崩壊以
降、大都市圏を中心とした都心部でマンション開発が進んでいる。また、地方都市圏の中心市街
地においても、市街地再開発などの基盤整備がマンション供給を後押しするなど、まちなかの居
住人口が増加した。
　しかし、郊外や周辺市街地での新規住宅開発が続いているにも関わらず、まちなか居住の推進
ばかりに政策が偏重することが、果たして居住構造のコンパクト化に適した政策と言えるか疑問
がある。コンパクトシティとは何をコンパクトにすることか再検討の必要性が提唱されているよ
うに３）、自治体ごとでコンパクトな居住構造のあり方を議論し、住宅政策に関する計画にそれを位
置付ける必要がある。そうした位置付け無くして、効果的な施策の施行やその評価検証はできない。
　そこで本稿では、コンパクトな居住構造の形成に向け、現在施行されている住宅政策の問題を
踏まえ、将来の住宅地開発のあり方や住宅地としての方向性を提案したい。ここで言う住宅政策
とは、主に中核市クラスの自治体が策定する計画や、自治体が予算化して施行する施策を総じた
ものとする。
　なお、本稿では、民間住宅に関する住宅政策課題の事例として、近年増加する空き家問題につ
いて調査分析し、また、公的住宅に関する住宅政策課題の事例として、市営住宅の現状と問題に
ついて調査分析する。それらの対象地域として群馬県高崎市をとりあげるが、住宅政策に関する
自治体の計画や施策については、高崎市と同等規模の中核市の事例を比較分析していきたい。
Ⅱ　住宅政策の変遷と住宅マスタープランの問題
（１）工業化社会から知識情報化社会への移行に伴う住宅政策の変遷
　我が国における住宅政策は、戦後の住宅難解消から始まった。公営、公庫、公団の主要政策手
法三本柱が確立後、公営住宅建設三箇年計画をはじめとする住宅建設計画が策定され住宅難の解
消が図られてきたが、住宅需要は増加の一途をたどり、昭和40年代に入っても厳しい住宅事情
が続いた。このため、公的な住宅供給に加え、民間による住宅建設を含めた一体的な住宅建設計
画を策定し、国、地方自治体、国民が協力して住宅建設を強力に推進する目的から、昭和41年
に住宅建設計画法が制定されている。
　住宅建設計画法制定後、同法に基づき住宅建設五箇年計画が策定され、法の施行期間約40年
間八期に渡り時代背景に応じた施策が展開された。計画の前半段階では、大都市圏郊外を中心と
してニュータウンや大規模住宅団地が開発され、新規住宅が大量供給された。その結果、昭和
43年には日本の一世帯当たりの住宅数が1.00を超えた。その後、昭和63年には、最低居住水準
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未満の世帯が全国で１割を割ったように、住宅の量だけでなく居住面積でも改善が図られてきた。
　このように、戦後工業化社会における住宅政策は、住宅建設関係省庁を中心とした縦割り型、
中央集権的な組織体系を特徴として、住宅難の解消や居住水準の向上といった目標の達成に一定
の役割を果たしてきたと言える。また、かかる時代の特徴を反映した住宅政策の展開が、必然的
に都市圏、都市構造を拡大拡散させてきた。
　時代が工業化社会から知識情報化社会へ移行するに従い、住宅政策の改変が求められてきた。
平成11年に旧都市基盤整備公団４）が分譲事業から撤退したように、これまでのフロー重視の大
規模住宅地開発及び新規住宅供給の政策は縮小しつつある。他方で、少子高齢社会を支える居住
環境の整備など、良質なストックの維持を重視した住環境整備の需要が増し、住宅政策の焦点が、
住宅単体から住生活全般に変化してきた。
　こうした時代変化を受け、平成18年に従来からの住宅建設計画法が廃止され、新たに住生活
基本法が施行された（表１）。同時に、全国計画としての住生活基本計画が策定された。計画の
基本方針では、ストック重視、市場重視、関連する施策分野との連携、地域の実情を踏まえたき
め細かな対応を施策の横断的視点として示されている。また、それら横断的視点に基づく基本的
施策では、住宅の安全・安心性確保や環境保全、既存ストックの活用が強調されている。しかし
他方で、都市及び都市圏全体の住宅地の方向性をイメージさせるような施策内容が少ないなど、
今後の都市構造のあり方と住宅政策の関連性が不明確な点は否めない。
　住生活基本法では都道府県計画の策定を義務付けているものの、全国計画に準ずる必要がある
ため都道府県計画は画一的なものになりやすい。そのため、策定義務が無く地域性に合った計画
策定が比較的しやすい市町村計画、すなわち市町村ごとの住宅マスタープランの中で、新たな都
表１　住宅建設計画法と住生活基本法の特性
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市構造への転換を推進する上での住宅政策の位置付けを行い、知識情報化社会に適した居住構造
の在り方をイメージできるようにしておく必要がある。
（２）画一的で住宅開発の方向性の不明確な市町村住宅マスタープラン
　平成18年に全国計画としての住生活基本計画が策定されて以来、全国で住宅マスタープラン
を新たに策定する市町村が増加している。市町村の住宅マスタープランは、都道府県計画と比べ
て地域の実情に応じたきめ細かな対応を反映しやすく、かつ都市計画など他の関連施策分野との
連携もしやすい。そのため、例えばコンパクトな都市構造形成に必要な政策の１つとして住宅政
策の位置付けを明確にするなど、全国計画や都道府県計画に不足している施策展開が期待される。
　全国の中核市で策定済みの住宅マスタープランによると、青森市や富山市は、それぞれ独自の
コンパクトシティ政策の理念があり、住宅マスタープランにおいてもそうした理念が強調され、
施策にも活かされている（表２）。金沢市では、金沢市特有の歴史、文化、伝統を活かしたまち
表２　各市の住宅マスタープランの基本目標と特徴
資料：各市の住宅マスタープラン
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なか区域の定住促進施策が特徴的である。また、函館市では、函館山山麓地域を主な対象として
都市景観に配慮した住宅地形成を施策として位置付けている。
　このように、一部の自治体では都市の特性が計画に反映されていることが知られる。他方で、
それらの自治体も含め、市町村の住宅マスタープランは概して画一的と言える。すなわち、その
内容は、当該都市の課題や都市内各地域の課題を提示した上で、高齢者や障がい者、低所得者へ
の対応や、環境対策、耐震化の推進をはじめとする住宅関連各分野の一般的な政策課題及び施策
を整理したものでパターン化される傾向にある。その理由は、市町村計画が基本的に全国計画や
都道府県計画に準じて策定されているためであり、結果として中央集権的で縦割り型の計画と
なっているのは問題がある。
　もちろん、住宅マスタープランの策定意義として、一般的な政策課題を軽視することはできな
い。しかし、本来市町村計画で必要とされるのは、今後の住宅地開発の方向性の提示とそれに適
した施策の展開であると考える。それは、国や都道府県では難しい、市町村ならではの政策と考
えるからである。そもそも、住宅マスタープランを策定している自治体は、合併した旧市町村を
単位として、地域ごとの住宅政策上の課題を整理している。それにも関わらず、都市全体でそれ
らの課題を俯瞰し、住宅地として新規開発すべき地域、維持更新すべき地域、縮小化すべき地域
の区分はほとんど明示されていない。結果として、まちなかや中山間地域を対象とした施策に偏
り、郊外や周辺市街地の住宅地に関する方針は不明確なことが多い。
　かかる点において、岐阜市の住宅マスタープランは、郊外団地における将来的な土地利用再編
にまで言及している。そのため、岐阜市では将来的に住宅地を縮小すべき地域もあるという市の
政策理念が理解されやすく、また市の将来的な居住構造の空間イメージがしやすい。ただし、計
画では土地利用再編を今後の研究課題としており、具体的施策は今後の課題と言えよう。
Ⅲ　空き家の特性とまちづくりに資する空き家対策の必要性
（１）空き家問題の概要と空き家対策の視点
　住宅建設計画法の時代に住宅ストック数が世帯数を上回った以後、世帯の多様化、少子化、人
口減少に連動しながら次世代へ継承されない既存住宅が近年になって急増し、それが空き家問題
として顕在化している。同時に、空き家の増加は、地方自治体における住宅政策の領域を民間住
宅市場へと拡大させ、国、地方自治体にとって空き家対策は緊急の課題となっている。
　空き家は、戸建て住宅やアパートなど多様な住宅形態から生じている。また、その状態も周辺
住民へ悪影響を及ぼす恐れのある老朽危険空き家や、外観上居住が可能にも関わらず居住者がい
ない空き家など様々である。
　このように、多種多様な空き家が増加しているが、空き家対策は住宅ストック数の増加に歯止
めを掛ける政策が伴わない限り限界がある５）。そのため、空き家増加をそれ単独の問題として捉
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えるのではなく、都市計画やまちづくりの視点から空き家問題を捉え、居住構造のコンパクト化
に資するような空き家対策の施策を講じる必要がある。
（２）高崎市における空き家の特性
　空き家問題の概要を踏まえ、群馬県高崎市を対象に空き家の特性を分析する。高崎市は、東京
100㎞圏に位置する人口約37万人の中核市である。平成18年と平成21年の合併に伴い６）、現在
の高崎市は、従来からの高崎市に、高崎市のベッドタウン的地域や住宅地・農地の混在地域、中
山間地域を含む地域へと大きな広がりを見る。
　高崎市における空き家数は、平成10
年時点で14,970戸、空き家率は13.3％
だ っ た が、 平 成15年 に は 空 き 家 数
19,560戸、空き家率13.8％と増加し、
平成20年には空き家数24,720戸、空き
家率15.0％と増加の一途をたどってい
る（図１）。平成20年における全国の空
き家率は13.1％であるので、高崎市の
空き家率は全国よりも高い。平成20年
における高崎市の空き家の内訳は、戸建
て住宅が35.0％、共同住宅など戸建て
住宅以外が65.0％である（表３）。どち
らかと言うと、空き家というよりも共同
住宅の空き室が多く、それが全体の空き家数を押し上げている。
　戸建て住宅の空き家の状態は、腐朽破損ありと腐朽破損なし、すなわち、外観上老朽化し危険
な空き家、または今後危険空き家化する可能性のある空き家と、外観上比較的状態の良い空き家
が、概ね同数市内に立地する。
　空き家は、定義が難しく、かつ調査方法が確立されていないため、その特定が困難である。外
観調査で空き家の可能性が高いと判断された住宅も、所有者へ調査を実施すると空き家ではな
かったという場合も多い。これらを踏まえ、空き家に関する既往研究、筆者による一部地域での
現地調査を基に、高崎市における腐朽破損ありの空き家と腐朽破損なしの空き家の地域性を次の
ように想定した。
　まず、腐朽破損ありの戸建て住宅空き家は、高崎市の旧都心からその周辺部にかけての住宅密
集地をはじめとする、比較的歴史の古い住宅地で立地の割合が高いものと想定される。旧都心は、
かつてから高崎市の商業中心地であったが、それが高崎駅前に移動するに伴い、都心周辺住宅地
へ波及するかたちで急速に衰退した。当該地域住民の高齢化と共に、整備の進まない狭隘な道路
図１　高崎市の空き家数及び空き家率の変化
（住宅・土地統計調査各年版より筆者作成）
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形態が住宅の建て替えを阻み、地域の新陳代謝が進まない状況が長期間続いている。そのため、
比較的早い時期に空き家となり、適正な管理がされぬまま腐朽破損が進んだと考えられる。
　次に、腐朽破損なしの空き家は、昭和40年代以降、周辺市街地から郊外にかけて開発された
住宅団地で、立地の割合が比較的高いものと想定される。例えば、親世代が現在高齢となって別
の住宅や高齢者施設等へ移転したものの、子ども世代が入居しないなどの理由で近年空き家と
なったと言える。
　他方で、大手不動産資本により開発された高崎市内の郊外団地では、比較的築年数の浅い空き
家が散見される。その理由として、東京方面から将来的な移住を想定し先行的に住宅購入した人
や、別荘目的で購入した人が通常遠隔地に居住しているため空き家となっていることが知られる。
また、時代の変化に伴い、立地条件の良い土地を比較的安く購入できるようになったため、東京
方面からの移転を目的とした高崎市郊外団地での土地購入需要が低下した。その結果、丘陵地に
位置する当該地のような住宅団地では売れ残りの土地も目立つ。こうした現象は、高崎市をはじ
めとする東京100㎞圏都市特有の空き家、空き地問題と言える。
　以上のように、高崎市における戸建て住宅空き家の地域性として、老朽化し危険性の高い空き
家は従来からの都心から縁辺部に多く、外観上比較的状態の良い空き家は郊外の住宅団地に多い
ものと想定された。
（３）空き家対策の現状と問題
　地方自治体が空き家対策を検討するに当たり、空き家の形態や状態の多様性や、空き家の地域
特性を考慮する必要がある。また、対処療法的な空き家対策ではなく、都市計画やまちづくりに
資する空き家対策が求められている。現在、全国の多くの自治体で空き家対策に関する様々な施
策が施行されているが、それらの現状と問題点を分析する。
（ア）空き家の適正管理に関する条例
　現在、地方自治体における空き家対策で主流となっているのは、空き家の適正管理に関する条
表３　高崎市の空き家の形態と状態
資料：平成20年版住宅・土地統計調査
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例の施行である。この条例は、平成22年埼玉県所沢市が全国で初めて施行して以来、現在まで
の間に新たに施行する自治体が急増している７）。条例では、適正管理されていない空き家の所有
者に対する管理や除去の勧告、命令、所有者名の公表などが定められている。自治体によっては、
それらの措置に加え、罰則規定や行政代執行を定めるものもある。
　これまで、空き家の管理に関する所有者への勧告や命令は、環境対策や防犯対策の一環として
それぞれの分野の条例で定められていた。また、危険空き家の除去や修繕の命令に関しては、建
築基準法の権限行使にあたって必要事項を法律実施条例として規定する場合もある。
　しかし、空き家が年々増加してその対策が急務となる中、地方自治体としては、これまでの空
き家に関する条例が空き家の適正管理を主目的としたものではないことや、法律権限が行使しに
くいという実務的認識のもとで、独立条例としての空き家の適正管理に関する条例が必要となっ
た。
　空き家の適正管理に関する条例は、名称それ自体が条例の目的であって、都市計画やまちづく
りに寄与することを目的とした空き家対策にはなりにくい。他方で、島根県松江市が施行する「松
江市空き家を生かした魅力あるまちづくり及びまちなか居住促進の推進に関する条例」では、一
般的な空き家条例の措置機能を持ちながら、その目的を魅力あるまちづくりとし、条例にもとづ
き空き家を活かした様々な施策が展開されている。松江市の施策の評価は様々で課題もあるだろ
うが、今後の空き家対策に関する条例では、松江市のようなまちづくりに資する空き家対策を目
的とするなど、住宅マスタープラン等の計画に定める住宅政策の方向性を条例に反映させていく
必要がある。
（イ）老朽危険空き家対策に関する施策
　地方自治体における老朽危険空き家対策は、主にその解体除去にかかる費用の助成である。
　例えば函館市では、函館山山麓地域に助成対象地域を限定し、空き家解体費の一部を助成して
いる（表４）。函館市は住宅マスタープランで助成対象地域の景観に配慮した住宅市街地の形成
を明記しており、本施策はその実現に向けた都市計画及びまちづくり要素の強い政策であること
が知られる。これに対して久留米
市では、助成対象が市内全域であ
り、助成額も手厚い。どちらかと
言えば、市内全域の老朽危険空き
家を減少させることのみを目的と
した施策であり、都市計画やまち
づくりを意識した政策ではないと
言える。
　他方で、長崎市は、建物と土地資料：各市の施策に関する要綱等（平成25年10月１日時点）
表４　各市の老朽危険空き家に関する施策
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を市へ寄付してもらう代わりに、市が建物の解体除去を行う施策を施行している。跡地について
は、市が財源とする国の社会資本整備総合交付金の条件に合った事業８）として、ポケットパー
クの整備など周辺住民の住環境改善に資する活用をしている。
　このように老朽危険空き家対策の施策は、自治体によって主旨や条件が様々であるが、そもそ
も、自治体が住宅の管理を放置している所有者に対して、税金を投入してまで解体除去を促進さ
せることに賛否が分かれるところである。かかる点について、自治体としては、政策理念を住民
へ明確に示した上で、その実現の手段として施策を施行すべきである。
（ウ）空き家活用に関する施策
　共同住宅等の空き室も含めた空き家全体の中で、腐朽破損のない空き家の占める割合が高い。
そのような利用可能な空き家を住宅政策の一環として活用し、まちなかの人口増加や中山間地域
での定住人口増加を図る施策が増えている。
　このうち、まちなかの空き家活用を促す施策として、金沢市では、まちなか住宅再生バンクに
登録された中古戸建て住宅や中古マンションを対象に、内部改修工事費の一部を助成する施策を
行っている（表５）。金沢市は、住宅マスタープランで市の特性を生かしたまちなか居住の推進
を強調しており、一貫した政策理念が施策へ反映されている。特に、マンションよりも戸建て住
宅に対する助成額が大きく、まちなかであっても戸建て住宅での住まい方を重視する金沢市の方
針が知られる。
　他方で、宇都宮市では、まちなか以外の住宅からまちなか民間賃貸住宅へ住み替える若年世帯
に対し家賃補助を行っている９）。この施策は、空き家対策よりむしろ中心市街地活性化を目的と
しており、住宅マスタープランでも重点事業に位置付けられている。
　空き家活用に関する施策の多くは、対象地域をまちなかや中山間地域に限定し重点事業化して
いるものの、活用できる住宅ストックが対象地域に十分確保されているか問題がある。すなわち、
利用可能な空き家の立地特性を整理した上で、どの地域の空き家を積極的に活用するのか、また
資料：各市の施策に関する要綱等（平成25年10月１日時点）
表５　各市の空き家活用に関する施策
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逆に活用せず空き家を減少させて住宅地縮小を進めるのか明確にしておく必要がある。
（エ）マイホーム借上げ制度
　現在、自治体が施行する空き家活用施策以外で、一般社団法人移住・住みかえ支援機構が実施
しているマイホーム借上げ制度が全国展開されつつある。この制度の特徴は、利用可能な空き家
を移住住みかえ支援機構が所有者から借り上げて、当事業に協賛する地元の宅建業者が賃借契約
を仲介しながら、空き家を貸し出す仕組みである10）。
　制度の条件から、郊外住宅地での生活が合わなくなった中高齢者が、所有する戸建て住宅を子
育て世代に一定期間貸し出す状況が想定され、大都市圏の郊外地域が制度の活用対象とされやす
い。高崎市のような地方都市では、依然として新築持ち家意識が高く、子育て世代が積極的に戸
建て住宅を賃借するのか不透明な部分は否めない。
　また、制度活用の対象地域は特に設定されていないため、必然的に利用可能空き家が多い郊外
の住宅団地などが主な活用対象地となる。結果として、自治体の政策方針とは異なり、本来住宅
ストックを減少させていきたい地域で空き家の活用が活発になる懸念がある。そのため、空き家
活用に関する自治体の施策と同様に、マイホーム借上げ制度が活用されるべき地域と活用スケー
ルを、自治体の政策方針として明確にしておくべきである。
（４）コンパクトなまちづくりに資する空き家対策の視点
　近年増加する空き家の特性や空き家対策の現状を分析した結果、今後の空き家対策のあり方と
して次の３つの視点が導出された。
　その１点目は、対処療法的な空き家対策から脱却し、空き家対策はまちづくりの実現手段だと
いう意識を持つことである。すなわち、空き家対策を基点として、居住構造のコンパクト化へと
波及していくような施策を実施すべきである。
　２点目は、空き家の地域特性を把握し、それを踏まえて空き家対策の施策の地域区分別方針を
明確にしておくことである。そのためには、住宅マスタープランにおいて、コンパクトな居住構
造の推進に基づき住宅開発の方向性を示しておく必要がある。
　３点目は、住宅政策が重点事業に偏重する傾向にあるが、空き家対策の施策を固定化せず、施
策の地域区分別方針に従って様々な施策を組み合わせるべきである。例えば、長崎市が実施する
土地の寄付を条件とした施策を、特定の市街地だけでなく郊外住宅地を対象に実施し、住宅地の
縮小化へ寄与するなどが考えられる。
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Ⅳ　老朽市営住宅の集約化と跡地利用方針策定の必要性
（１）高崎市における老朽市営住宅の立地特性と集約建替え
　高崎市の市営住宅は、現在95団地4,077戸あり、その多くは高崎地域に集中している。合併前
の旧高崎市に該当する高崎地域では、中心市街地から周辺市街地にかけて管理戸数100戸未満の
中小規模の団地が立地し、郊外では100戸以上の大規模団地も立地する。郊外の大規模団地のう
ち、1960年代に建設され老朽化が進んでいた山名市営住宅が、2007年から2011年にかけて建
て替えられた。現在、高崎地域で建物の耐用年数を経過し老朽化が進んでいる団地は少なく、い
ずれの団地も規模が小さい（図２）。
　高崎地域以外で、群馬地域は市営住宅の立地が少なく、建物の建築年度は古いものの耐用年数
を経過している団地はない11）。倉渕地域では、市営住宅供給の目的が住宅困窮者対策よりも定住
促進に向けられている。それはふるさと住宅として市営住宅とは別の条例で管理されており、建
築年度も比較的新しいものが多い。
　また、新町地域、榛名地域、吉井地域には合併以前から一定数の市営住宅が立地しており、建
図２　高崎市における建設年度別市営住宅の立地
（高崎市の資料により筆者作成）
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築年度が1950年代から1960年代の木造平屋の住宅が比較的多い。これらの市営住宅は、現在耐
用年数を大きく超えている。そのため、高崎市では、老朽化の著しい市営住宅を対象として、新
規入居者の募集を停止している。
　こうした老朽化した市営住宅への対応として、現在では、いくつかの団地を１個所へ集約して
建て替える手法や、いずれの団地も十分な敷地を確保できない場合は、別の公有地を活用した非
現地建て替えを行う手法が主流となっている。高崎市の場合、新町地域において2008年から
2010年にかけて集約建て替えが実施されている。そのため、今後は、榛名地域及び吉井地域に
立地する老朽市営住宅への対応が課題になると言えよう。
　ところで、高崎地域と新町地域は、都市計画区域上線引き地域であり、老朽市営住宅の多くが
市街化区域内に立地している（表６）。他方で、榛名地域と吉井地域は、いずれも非線引き地域
であり、老朽市営住宅の多くが用途無指定地域に立地している。すなわち、高崎地域や新町地域
と比較して、榛名地域と吉井地域に立地する市営住宅は周辺生活環境の点で条件が劣る。こうし
た地域では、たとえ広大な市営住宅敷地があったとしても、集約建て替えの対象とするか否かは、
コンパクトな居住構造形成の観点から慎重に検討すべきである。
表６　高崎市における老朽化に伴う募集停止中市営住宅一覧（平成25年10月１日時点）
（高崎市ホームページ及び都市計画図より筆者作成）
URL　http://www.city.takasaki.gunma.jp/soshiki/juutaku/siei/list.htm
鈴　木　　　智
− 116 −
（２）集約化に伴う更地増加と公有地利用方針策定の必要性
　高崎市では、今後、市営住宅の建て替え実施の有無に関わらず、老朽市営住宅解体除去後の更
地が多数生じることが想定される。すでに集約建て替えを終えた新町地域では、建て替えの対象
地にならなかった市営住宅跡地が更地の状態で管理されている。老朽市営住宅の多い新町地域で
は、今後こうした土地の増加が見込まれるが、コンパクトで生活至便な新町地域であれば、普通
財産として売却し新たな民間住宅地開発を促すこともコンパクトな居住構造形成に寄与すると言
えよう。
　しかし、榛名地域や吉井地域の場合は、周辺土地利用の中心が農地や山林である。そのため、
今後市営住宅の集約化に伴い更地が生じても、住宅用地としての売却やその他の施設を建設する
ために使用することは、コンパクトな居住構造形成に向けての政策としては問題がある。
　市営住宅の建て替え等の方針は、公営住宅等長寿命化計画で自治体ごとに定めているが、市営
住宅の跡地活用方針までは定めていない。市営住宅等公有財産の跡地利用は、周辺住民等の意志
も反映させて決めるべきだが、議論の拠り所として、住宅マスタープラン等の市の計画でかかる
方針を定めておくことが重要である。
　今後、市営住宅だけでなく、その他の公共施設についても老朽化による用途廃止や集約化など
に伴い跡地活用が問題となる可能性がある。そのため、現時点で建物が存在していたとしても、
自治体の総合計画、都市計画マスタープランや住宅マスタープランなどを踏まえ、当該土地の将
来的な土地利用方針に合った公有地利用方針を策定しておく必要があると考える。
Ⅴ　居住構造コンパクト化へ向けた住宅地の方向性　—おわりに—
　時代の変化に伴い、住宅政策が、住生活全般を対象とし、関連分野との横断的視点を重視する
施策へと改変が求められる中、本稿では、コンパクトな居住構造の形成を今後の住宅政策の理念
及び基本方針とし、それに基づく計画策定や施策の施行が必要との観点から、現在展開されてい
る住宅政策の問題を分析した。
　市町村で策定された住宅マスタープランの多くは、その内容が画一的であり、自治体の住宅政
策の基本となる将来の住宅地開発及び住宅地の方向性を明示していない。そのため、近年増加し
ている空き家への対策では、住宅マスタープランで重点事業として位置付けるまちなかを対象と
した施策等は積極的に展開されるものの、住宅地としての方向性の不明確な郊外住宅地などは施
策対象となりにくい。このように、現状ではコンパクトなまちづくりの実現手段としての空き家
対策には至っていない。
　また、今後老朽市営住宅の集約建て替え等に伴い発生する跡地の活用についても、自治体の基
本方針としての住宅地の方向性が必要となる。すなわち、老朽市営住宅の多くが、合併前旧町村
の非線引き地域など郊外に立地しているため、その跡地を住宅地として民間へ売却することや、
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他の施設の建設用地として使用することは、コンパクトな居住構造の形成上政策的に問題がある。
　それらを踏まえ、合併後の自治体を俯瞰した今後の住宅地開発及び住宅地の方向性を提示する
（図３）。今後住宅地として維持更新し、あるいは新規開発を推進すべき地域は、概ね都市計画マ
スタープランで地域の核として位置付けられる住宅地とする。まちなかのマンション立地や鉄道
駅近隣での新規住宅地開発など、すでに住宅地の更新や整備が進んでいる地域もある。
　他方で、まちなか縁辺部に位置する従来からの密集住宅地は、現状では人口減少や高齢化が著
しく、面的な基盤整備も進んでいない。しかし、本来まちなかへ近く、今後の整備次第で、コン
パクトで利便性の高い住宅地として再編できる可能性が高い地域と言える。かかる地域を、衰退
地域から発展可能性がある地域へと意識転換することで、例えば空き家対策では、老朽空き家の
解体除去促進と跡地活用を施策として組み合わせることも想定されよう。
　住宅地を縮小すべき地域は、鉄道駅から離れているなど、生活環境上の立地条件が劣る周辺市
街地から郊外の既存住宅地が対象となる。住宅地縮小後の土地利用として、例えば住宅跡地を農
地や里山へ返還することが考えられる。より自然豊かな住宅地として縮小再編することで、住宅
地の存在意義を人口増加や人口維持とせず、多様化する人々の居住志向を充足できる住宅地の選
択肢として供給すべきであり、それを実現するための手法は、今後の課題である。
図３　合併後の自治体における住宅地の方向性
（筆者作成）
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　以上より、今後自治体の住宅政策は、居住構造コンパクト化を基本方針とし、将来の住宅地の
方向性を住宅マスタープラン等の市の計画で提示した上で、それを反映した施策を展開すべきで
ある。しかし、自治体にとって、住宅地の縮小化のように、住民や民間事業者にとってマイナス
イメージの強い施策は積極的に施行しにくい。そのため、創造的縮小化等の観点に基づき、住民
や民間事業者の意識を、マイナスからプラスへと転換できる施策や手法を提案していくことが、
自治体の新たな課題と言える。
 （すずき　さとし・高崎市建設部建築住宅課）
【付記】
　このたびは定年退職おめでとうございます。戸所先生の長年に渡るご指導のおかげで、これまでの学術的経験が実務へ生
かされていることを、今改めて実感しております。ここに厚く御礼を申し上げますとともに、先生の益々のご活躍とご健
康をお祈りいたします。
【註】
１）矢作弘『都市縮小の時代』2009より
２）青森市は、都市をインナー、ミッド、アウターの３つに区分し、地区の特性に応じた都市整備を推進している。富山市は、
都市の将来構造を「お団子」と「串」に見立てて、徒歩圏（お団子）を公共交通（串）でつなぐことにより、日常生活に
必要な機能を享受できる生活環境を目指している。
３）千葉昭彦「青森市コンパクトシティ政策の意義と限界」日本地理学会発表要旨集2007 より
４）1955年に設立された日本住宅公団を原型とし、住宅・都市整備公団を経て1999年に都市基盤整備公団が設立された。
その後、2004年に現在の都市再生機構へ再編されている。
５）樋野公宏「空き家問題をめぐる状況を概括する」住宅2013より
６）高崎市は、平成18年１月に旧倉渕村、旧群馬町、旧箕郷町、旧新町と合併し、平成18年10月に旧榛名町と、平成21年
６月に旧吉井町と合併した。
７）前掲５によると、2013年１月時点で少なくとも99市町村が空き家の適正管理関連条例を施行している。
８）社会資本整備総合交付金の基幹事業として空き家再生等推進事業があげられる。解体除去費の８割を交付金対象の限度
額とし、交付金対象額の２分の１を国が負担する。
９）この制度は最低５年間継続が可能なため、平成17年度の制度開始時の同制度の決算額が約1,000万円であったが年々増
加し、平成25年度の当初予算額は約9,000万円となっている。家賃補助としては高額な予算のため、宇都宮市議会ではそ
の効果の是非が問われている。
10）貸し主のメリットとして、借り手がつかない場合でも最低賃料を保障されることや、３年の定期借家終了時に自由に解
約できることなどがあげられる。
11）高崎市ホームページ掲載資料による。
　　http://www.city.takasaki.gunma.jp/soshiki/juutaku/siei/list.htm
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